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障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための
法律等の一部を改正する法律（令和4年法律第104号）の概要 （令和4年12月10日成立、同月16日公布）

施行期日
令和６年４月１日（ただし、２①及び５の一部は公布後３年以内の政令で定める日、３②の一部、５の一部及び６②は令和５年４月１日、４①及び②の一部は令和５年10月１日）

改正の概要
１．障害者等の地域生活の支援体制の充実【障害者総合支援法、精神保健福祉法】

① 共同生活援助（グループホーム）の支援内容として、一人暮らし等を希望する者に対する支援や退居後の相談等が含まれることを、法律上明確化する。
② 障害者が安心して地域生活を送れるよう、地域の相談支援の中核的役割を担う基幹相談支援センター及び緊急時の対応や施設等からの地域移行の推進を担う地
域生活支援拠点等の整備を市町村の努力義務とする。

③ 都道府県及び市町村が実施する精神保健に関する相談支援について、精神障害者のほか精神保健に課題を抱える者も対象にできるようにするとともに、これら
の者の心身の状態に応じた適切な支援の包括的な確保を旨とすることを明確化する。

２．障害者の多様な就労ニーズに対する支援及び障害者雇用の質の向上の推進【障害者総合支援法、障害者雇用促進法】

① 就労アセスメント（就労系サービスの利用意向がある障害者との協同による、就労ニーズの把握や能力・適性の評価及び就労開始後の配慮事項等の整理）の手
法を活用した「就労選択支援」を創設するとともに、ハローワークはこの支援を受けた者に対して、そのアセスメント結果を参考に職業指導等を実施する。

② 雇用義務の対象外である週所定労働時間10時間以上20時間未満の重度身体障害者、重度知的障害者及び精神障害者に対し、就労機会の拡大のため、実雇用率に
おいて算定できるようにする。

③ 障害者の雇用者数で評価する障害者雇用調整金等における支給方法を見直し、企業が実施する職場定着等の取組に対する助成措置を強化する。

３．精神障害者の希望やニーズに応じた支援体制の整備【精神保健福祉法】

① 家族等が同意・不同意の意思表示を行わない場合にも、市町村長の同意により医療保護入院を行うことを可能とする等、適切に医療を提供できるようにするほ
か、医療保護入院の入院期間を定め、入院中の医療保護入院者について、一定期間ごとに入院の要件の確認を行う。

② 市町村長同意による医療保護入院者を中心に、本人の希望のもと、入院者の体験や気持ちを丁寧に聴くとともに、必要な情報提供を行う「入院者訪問支援事
業」を創設する。また、医療保護入院者等に対して行う告知の内容に、入院措置を採る理由を追加する。

③ 虐待防止のための取組を推進するため、精神科病院において、従事者等への研修、普及啓発等を行うこととする。また、従事者による虐待を発見した場合に都
道府県等に通報する仕組みを整備する。

４．難病患者及び小児慢性特定疾病児童等に対する適切な医療の充実及び療養生活支援の強化【難病法、児童福祉法】

① 難病患者及び小児慢性特定疾病児童等に対する医療費助成について、助成開始の時期を申請日から重症化したと診断された日に前倒しする。
② 各種療養生活支援の円滑な利用及びデータ登録の促進を図るため、「登録者証」の発行を行うほか、難病相談支援センターと福祉・就労に関する支援を行う者
の連携を推進するなど、難病患者の療養生活支援や小児慢性特定疾病児童等自立支援事業を強化する。

５．障害福祉サービス等、指定難病及び小児慢性特定疾病についてのデータベース（ＤＢ）に関する規定の整備【障害者総合支援法、児童福祉法、難病法】

 障害ＤＢ、難病ＤＢ及び小慢ＤＢについて、障害福祉サービス等や難病患者等の療養生活の質の向上に資するため、第三者提供の仕組み等の規定を整備する。

６．その他【障害者総合支援法、児童福祉法】

① 市町村障害福祉計画に整合した障害福祉サービス事業者の指定を行うため、都道府県知事が行う事業者指定の際に市町村長が意見を申し出る仕組みを創設する。
② 地方分権提案への対応として居住地特例対象施設に介護保険施設を追加する。 等 

このほか、障害者総合支援法の平成30年改正の際に手当する必要があった同法附則第18条第２項の規定等について所要の規定の整備を行う。

障害者等の地域生活や就労の支援の強化等により、障害者等の希望する生活を実現するため、①障害者等の地域生活の支援体制の充実、②障害者の多様な就労ニー
ズに対する支援及び障害者雇用の質の向上の推進、③精神障害者の希望やニーズに応じた支援体制の整備、④難病患者及び小児慢性特定疾病児童等に対する適切な医
療の充実及び療養生活支援の強化、⑤障害福祉サービス等、指定難病及び小児慢性特定疾病についてのデータベースに関する規定の整備等の措置を講ずる。

改正の趣旨
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１－②
１－③

○ 基幹相談支援センターは、相談支援に関する業務を総合的に行うことを目的とする施設として、平成24年から法律で位置づけられたが、設置市町村

は半数程度にとどまっている。

○ 障害者の重度化・高齢化や親亡き後を見据え、緊急時の対応や施設等からの地域移行の推進を担う地域生活支援拠点等の整備を平成27年から推進し

てきたが、約５割の市町村での整備に留まっている。※令和３年４月時点整備状況(全1741市町村) 地域生活支援拠点等:921市町村(53％),基幹相談支援センター:873市町村(50％)

○ 市町村では、精神保健に関する課題が、子育て、介護、困窮者支援等、分野を超えて顕在化している状況。また、精神保健に関する課題は、複雑多

様化しており、対応に困難を抱えている事例もある。 ※自殺、ひきこもり、虐待等

○ 基幹相談支援センターについて、地域の相談支援の中核的機関としての役割・機能の強化を図るとともに、その設置に関する市町村の努力義務等を設ける。

○ 地域生活支援拠点等を障害者総合支援法に位置付けるとともに、その整備に関する市町村の努力義務等を設ける。

○ 地域の協議会で障害者の個々の事例について情報共有することを障害者総合支援法上明記するとともに、協議会の参加者に対する守秘義務及び関係機関に

よる協議会への情報提供に関する努力義務を設ける。

○ 市町村等が実施する精神保健に関する相談支援について、精神障害者のほか精神保健に課題を抱える者も対象にできるようにするとともに、これらの者の

心身の状態に応じた適切な支援の包括的な確保を旨とすることを明確化する。また、精神保健福祉士の業務として、精神保健に課題を抱える者等に対する精

神保健に関する相談援助を追加する。

現状・課題

都道府県（管内市町村における整備や機能の充実に向けた広域的な支援）

③協議会（個別事例を通じた地域課題の共有、地域の支援体制の整備に向けた協議の場）

①基幹相談支援センター
（地域の相談支援の中核機関）

守秘義務を設ける

地域の障害者・精神保健に関する課題を抱える者の支援体制の整備

見直し内容

本人・家族等の支援に向けた体制整備のイメージ

地域移行の推進
（体験の機会・場）

※複数の事業者が連携するなど
地域の実情に応じて整備

（地
域
生
活
の
緊
急
時
対
応
や
地
域

移
行
を
推
進
す
る
サ
ー
ビ
ス
拠
点
）

②
地
域
生
活
支
援
拠
点
等

市町村（①～③の整備・設置主体）

拠点コーディネーター

※本人や家族等からの相談

障害者

相談支援事業者 サービス事業者

整備を努力義務化

日常的な相談 日常的な支援

相談支援事業者への支援
（助言・指導等）

設置を努力義務化 連携

緊急時の相談・対応

主任相談支援専門員等

総合相談
専門相談

関係機関との
連携の緊密化

支援 相談 サービス等利用計画
策定等
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障害者総合支援法における

都道府県の役割と広域支援
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障害者総合支援法等における給付・事業

6

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス

介護給付

・居宅介護 ・重度訪問介護
・同行援護 ・行動援護
・療養介護 ・生活介護
・短期入所
・重度障害者等包括支援
・施設入所支援

・基本相談支援

・地域相談支援
（地域移行支援・地域定着支援）

・計画相談支援
（サービス利用支援、継続サービス利用支援）

自立支援給付
＜国負担１／２＞

・自立訓練（機能訓練・生活訓練）

・就労選択支援（※）
・就労移行支援
・就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）
・就労定着支援
・自立生活援助
・共同生活援助 ・児童発達支援

・医療型児童発達支援
・居宅訪問型児童発達支援
・放課後等デイサービス
・保育所等訪問支援

訓練等給付

相談支援

自立支援医療

補装具

障害児通所支援

障害者・児

・義肢 ・装具 ・車椅子 等

障害児相談支援

児童福祉法 ＜国負担１／２＞

障害児入所支援・精神通院医療

・相談支援 ・意思疎通支援
・日常生活用具 ・移動支援
・地域活動支援センター 

・福祉ホーム 等

・広域支援 ・人材育成 等

地域生活支援事業

＜国補助１／２以内＞

支援

都道府県

市 町 村

・更生医療 ・育成医療

（※）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律（令和４年12月16日公布）により新たに創設。（施行日：公布後３年以内の政令で定める日）



障害者総合支援法における都道府県の役割
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第二条の二項

都道府県は、この法律の実施に関し、次に掲げる責務を有する。

一 市町村が行う自立支援給付及び地域生活支援事業が適正かつ円滑に行われるよう、市町村に対する必要な助言、情報の提供その他の援

助を行うこと。

二 市町村と連携を図りつつ、必要な自立支援医療費の支給及び地域生活支援事業を総合的に行うこと。

三 障害者等に関する相談及び指導のうち、専門的な知識及び技術を必要とするものを行うこと。

四 市町村と協力して障害者等の権利の擁護のために必要な援助を行うとともに、市町村が行う障害者等の権利の擁護のために必要な援助

が適正かつ円滑に行われるよう、市町村に対する必要な助言、情報の提供その他の援助を行うこと。

相談支援関連について

第七十八条

都道府県は、主務省令で定めるところにより、地域生活支援事業として、第七十七条第一項第三号、第六号及び第七号に掲げ

る事業のうち、特に専門性の高い相談支援に係る事業及び特に専門性の高い意思疎通支援を行う者を養成し、又は派遣する事

業、意思疎通支援を行う者の派遣に係る市町村相互間の連絡調整その他の広域的な対応が必要な事業として主務省令で定める

事業を行うものとする。

２ 都道府県は、前項に定めるもののほか、第七十七条第三項各号に掲げる事業の実施体制の整備の促進及び適切な実施を確

保するため、市町村に対し、市町村の区域を超えた広域的な見地からの助言その他の援助を行うよう努めるものとする。

３ 都道府県は、前二項に定めるもののほか、障害福祉サービス又は相談支援の質の向上のために障害福祉サービス若しくは

相談支援を提供する者又はこれらの者に対し必要な指導を行う者を育成する事業その他障害者等が自立した日常生活又は社会

生活を営むために必要な事業を行うことができる。



次期報酬改定に向けた検討
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改定時期 改定にあたっての主な視点 改定率

平成21年度改定
○良質な人材の確保 ○地域生活基盤の充実 ○事業者の経営基盤の安定 ○中山間地

域等への配慮 ○サービスの質の向上 ○新体系への移行促進
＋ 5.1％

平成24年度改定
○福祉・介護職員の処遇改善の確保 ○物価の動向等の反映

○障害児・者の地域移行・地域生活の支援 ○経営実態等を踏まえた効率化・重点化
＋ 2.0％

平成26年度改定 ○消費税率の引上げ（８％）への対応 ＋ 0.69％

平成27年度改定
○福祉・介護職員の処遇改善 ○障害児・者の地域移行・地域生活の支援

○サービスの適正な実施等
± 0％

平成29年度改定 ○障害福祉人材の処遇改善 ＋ 1.09％

平成30年度改定

○障害者の重度化・高齢化を踏まえた地域移行・地域生活の支援

○医療的ケア児への対応等 ○精神障害者の地域移行の推進

○就労系サービスにおける工賃・賃金の向上、一般就労への移行促進

○障害福祉サービスの持続可能性の確保

＋ 0.47％

令和元年10月改定 ○消費税率の引上げ（10％）への対応 ○障害福祉人材の処遇改善
＋ 2.00％

処遇改善：１．５６％
消費税 ：０．４４％

令和３年度改定

○障害者の重度化・高齢化を踏まえた地域移行・地域生活の支援、質の高い相談支援

○効果的な就労支援

○医療的ケア児への支援などの障害児支援の推進 ○感染症等への対応力の強化

○精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの推進 ○持続可能性の確保

＋0.56％

令和４年10月改定 ○障害福祉人材の処遇改善 ＋1.72％

令和６年度改定

○福祉・介護職員等の処遇改善 ○障害者が希望する地域生活を実現する地域づくり

○医療と福祉の連携の推進 ○社会の変化等に伴う障害児・障害者のニーズへのきめ細やかな対応

○持続可能性の確保

＋1.12％

これまでの障害福祉サービス等報酬改定

※うち、コロナ対応に係る

特例的な評価 ＋0.05％
 （令和３年９月末までの間）
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容

 障害福祉分野の人材確保のため、介護並びの処遇改善を行うとともに、障害者が希望する地域生活の実現に向けて、介護との収

支差率の違いも勘案しつつ、新規参入が増加する中でのサービスの質の確保・向上を図る観点から、経営実態を踏まえたサービ

スの質等に応じたメリハリのある報酬設定を行う。

○ 障害者が希望する地域生活の実現

・ 地域生活支援拠点等において、情報連携等を担うコーディネーターの

配置を評価する加算を創設

・ 障害者支援施設から地域へ移行した者がいる場合に、入所定員を減

らした場合を評価するための加算を創設

・ 支援の質の高い相談支援事業所の整備を推進するため、機能強化型

      の基本報酬を充実 等

○ 多様なニーズに応える専門性・体制の評価

・ 強度行動障害を有する児者を支援する「中核的人材」の配置や「集中

的支援」について評価（生活介護・施設・グループホーム等）

・ 医療的ケア児の成人期への移行にも対応した医療的ケア体制の充実

（生活介護・施設・短期入所等）

・ 児童発達支援センターの機能強化、児童発達支援・放課後等デイ

サービスの総合的な支援の推進。支援ニーズの高い児や家族への支援

の評価充実、インクルージョンの推進 等

○ 支援時間・内容を勘案したきめ細かい評価

・ 生活介護の基本報酬設定にサービス提供時間に応じた評価の導入。

なお、サービス提供時間については、個別支援計画に定めた個々の支援

時間での算定を基本とするなど一定の配慮を設ける

・ グループホーム、児童発達支援・放課後等デイサービスにおいても、サービ

ス提供時間に応じた評価を導入

・ 就労継続支援A型における生産活動収支や、就労継続支援B型におけ

る平均工賃月額に応じた評価

・ 通所系サービスにおける食事提供加算について栄養面を評価しつつ経過

措置を延長

・ 障害者虐待防止措置や身体拘束の適正化等、必要な基準を満たして

いない場合の減算の導入・見直し（全サービス共通） 等

○ その他

・ 重度化・高齢化を踏まえた居宅介護・重度訪問介護の国庫負担基準の

見直し

・ 物価高騰を踏まえた施設における補足給付の基準費用額（食費・光熱

水費）を見直し 等
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 令和６年度障害福祉サービス等報酬改定の改定率：＋1.12％（改定率の外枠で処遇改善加算の一本化の効果等があり、そ

れを合わせれば改定率＋1.5％を上回る水準）

 今般新たに追加措置する処遇改善分を活用し、障害福祉の現場で働く方々にとって、令和６年度に2.5%、令和７年度に

2.0%のベースアップへと確実につながるよう、配分方法の工夫を行う。

 原則として令和６年４月１日に施行（２月６日に報酬改定案をとりまとめ、パブコメを実施した上で、３月15日に報酬告

示の改正、同29日に関係通知の発出）



［参考資料］ 令和６年度障害福祉サービス等報酬改定の概要（抄）①
（令和６年２月６日 障害福祉サービス等報酬改定検討チームとりまとめ）

第３ 終わりに

○ 令和６年度障害福祉サービス等報酬改定においては、客観性・透明性の向上を図るため、前回改定に引き続き、厚生労働省内に設置

した検討チームにおいて、有識者の参画を得て公開の場で検討を行った。

○ 今回の報酬改定に係る検討を行う中で出た意見等を踏まえ、以下の事項について、引き続き検討・検証を行う。

① 障害者支援施設の在り方について

・ 障害者支援施設の在り方についての検討を進めるため、令和６年度において、今後の障害者支援施設が担う役割や機能等に関して

整理しつつ、更なる地域移行を進めていくための調査研究の実施や検討の場を設ける。

② 共同生活援助における支援の質の確保について

・ 共同生活援助における障害者の特性に応じた支援や、サービスの質を評価するための具体的な基準の在り方について、支援に関する

ガイドラインの策定や、管理者、従業者等に対する資格要件や研修の導入等について、令和６年度以降検討する。

③ 共同生活援助における個人単位で居宅介護等を利用する場合の経過措置の取扱いについて

・ 今年度末までの経過措置とされていた、共同生活援助を利用する重度の障害者が個人単位で居宅介護等を利用することについては、

引き続きその在り方を検討する。

④ 障害福祉サービスの地域差の是正について

・ 障害福祉サービスの地域差を是正し、サービスの供給が計画的かつ効率的に行われる方策について、必要なサービスが公平かつ適正

に提供されるよう、共同生活援助における総量規制も含めた地域の実態や地域移行の状況を踏まえた事業所指定の在り方について検討

する。

⑤ 計画相談支援及び障害児相談支援について

・ 相談支援事業所における手話通訳士等によるコミュニケーション支援の実態を把握するとともに、コミュニケーション支援の体制を

確保する方策について検討する。

⑥ 質の高い障害児支援の確保について

・ 質の高い障害児支援の提供を推進するため、支援に当たる人材の配置や評価の在り方について検討する。

・ 障害児相談支援について、セルフプランの状況等も踏まえながら、必要な質・量を確保する方策について、引き続き検討する。
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報酬区分
常勤専従の

相談支援専門員数

サービス利用支援費 ※

現行 報酬引き上げ

機能強化（Ⅰ） ４名以上 1,864単位 2,014単位

機能強化（Ⅱ） ３名以上 1,764単位 1,914単位

機能強化（Ⅲ） ２名以上 1,672単位 1,822単位

機能強化（Ⅳ） １名以上 1,622単位 1,672単位

機能強化なし 1,522単位 1,572単位

①基本報酬等の充実 （算定要件の見直しと単位数の引き上げ）

③相談支援人材の確保及びICTの活用について

⚫ 医療等の多機関連携のための各種加算について、加算の対象となる場面や業
務、連携対象の追加（訪問看護事業所）、算定回数などの評価の見直しを行う。

⚫ 支援の質の高い相談支援事業所の整備を推進するため、算定要件を追加（※）した上で、
基本報酬を引き上げ

※「協議会への定期的な参画」及び「基幹相談支援センターが行う地域の相談
支援体制の強化の取組への参画」を要件に追加

加算名 算定場面 現行 改正後

医療・保育・
教育機関等連
携加算

面談・会議 100単位
計画作成月：200単位
モニタリング月：300単位

（新）通院同行 － 300単位

（新）情報提供 － 150単位

集中支援加算

訪問、会議開催､参加 各300単位 同左

（新）通院同行 － 300単位

（新）情報提供 － 150単位

その他加算
訪問 200・300単位 300単位

情報提供 100単位 150単位

⚫ 要医療児者支援体制加算等
医療的ケアを必要とする障害児者等を支援する事業所を更に評価。

通院同行 情報提供面談・会議

・利用者の通院に同行し、
必要な情報提供を実施

・関係機関に対して文書
により情報提供を実施

・医療機関、保育、教育
機関等との面談・会議

現行 改正後

100単位
（新）300単位（中核的な役割を担う相談支援事業所の場合）

100単位（上記以外）

※通院同行は各病院１回最大３回、情報提供は病院・それ以外で各1回算定可

※１ 継続サービス利用支援費、（継続）障害児支援利用援助費も同様に引き上げ
※２ 複数事業所の協働による機能強化型報酬の対象事業所の追加

「地域生活支援拠点等を構成する事業所」に加えて、「地域生活支援拠点等に係
る関係機関との連携体制を確保し、協議会に定期的に参画する事業所」を追加

⚫ 主任相談支援専門員加算

地域の相談支援の中核的な役割を担う相談支援事業所であって、地域の相談
支援事業所に助言指導を行う場合に更に評価。

⚫ 地域体制強化共同支援加算（支援困難事例等の課題の協議会への報告）
算定対象事業所を追加（※２と同じ） ⚫ 支給決定に際して市町村に提出された意思意見書について、本人の同意を得

た上で、相談支援事業所がサービス等利用計画案の作成に活用できる旨周
知。

加算名 現行 改正後

要医療児者支援体制加算

35単位 対象者あり：60単位
対象者なし：30単位

行動障害支援体制加算

精神障害者支援体制加算

（新）高次脳機能障害支援体制加算 －

⚫ 市町村毎のセルフプラン率等について国が公表し見える化した上で、今後、自治体の障害福祉計画に基づく相談支援専門員の計画的な養成等を促す方策を講じる。
⚫ 機能強化型事業所で主任相談支援専門員の指導助言を受ける体制が確保されている場合、常勤専従の社会福祉士・精神保健福祉士を「相談支援員」として配置可。
⚫ 居宅訪問が要件の加算について、一部オンラインでの面接を可能とする。
⚫ 離島等の地域において（継続）サービス利用支援の一部オンラインでの面接を可能とするとともに、居宅や事業所等の訪問を要件とする加算を上乗せ等を認める。

②医療等の多機関連携のための加算の拡充等

相談支援の質の向上や提供体制を整備するための方策
令和６年度改定

http://2.bp.blogspot.com/-fypO2KLmFOk/UZSs38pknYI/AAAAAAAAS_c/LEtjCXa9N5Y/s800/business_kaigi.png


ホーム > 政策について > 分野別の政策一覧 > 福祉・介護 > 障害者福祉 > 統計情報> 8 障害
者相談支援事業の実施状況等について>市町村別データ（令和６年３月末時点）

相談支援に関する情報について（厚生労働省HP）

ホーム > 政策について > 分野別の政策一覧 > 福祉・介護 > 障害者福祉 > 障害福祉サービス
等 > 障害福祉サービス等> 6 相談支援

（１）相談支援 （２）基幹相談支援センター （３）（自立支援）協議会
（４）障害者相談支援事業の社会福祉法上の取扱い等について

・相談支援業務に関する手引き（令和6年3月）
・相談支援のQ＆A ・自立支援協議会の設置・運営ガイドライン（令和6年3月）等掲載



（５）相談支援専門員・相談支援員の個別状況

○事業所に在籍する相談支援専門員・相談支援員の個別状況を聞いたところ、1,094人分の回答があった。回答のあった職員の区分は「相談支援専門
員」が85.0％「相談支援員」が7.6％「主任相談支援専門員」が7.4％となっている。

○就業形態は、主任相談支援専門員で「常勤専従」が多くなっている。機能強化型の事業所で全般的に「常勤専従」の割合が高い。

相談支援専門員・相談支援員の個別状況 区分

計画相談支援及び障害児相談支援の業務及び報酬算定に係る実態調査（結果概要）

各種支援体制に関する加算の算定状況（令和６年９月）

【相談支援専門員・相談支援員の個別状況 保有資格等（複数回答）】
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（単位：%）

機能強化型 機能強化型でない

全体
[n=436]

主任相
談支援
専門員
[n=57]

相談支
援専門
員

[n=353]

相談支
援員
[n=26]

全体
[n=633]

主任相
談支援
専門員
[n=23]

相談支
援専門
員

[n=555]

相談支
援員
[n=55]

社会福祉士 36.2 59.6 34.3 11.5 25.0 30.4 26.7 5.5

精神保健福祉士 22.0 38.6 19.8 15.4 14.7 39.1 14.8 3.6

介護支援専門員（ケアマネ） 15.1 19.3 15.3 3.8 18.6 17.4 20.2 3.6

強度行動障害支援者養成研修
（実践研修）修了者

32.3 38.6 32.9 11.5 23.1 52.2 23.4 7.3

行動援護従業者養成研修修了
者

15.4 17.5 16.1 0.0 7.0 8.7 7.6 0.0

医療的ケア児等コーディネーター養
成研修修了者

26.8 59.6 23.5 0.0 13.1 30.4 13.5 1.8

精神障害者支援の障害特性と支
援技法を学ぶ研修等修了者

31.9 59.6 29.5 3.8 17.5 47.8 17.7 3.6

高次脳機能障害支援養成研修修
了者

1.4 1.8 1.4 0.0 0.9 8.7 0.7 0.0

無回答 23.9 8.8 22.9 69.2 42.3 21.7 39.6 78.2



障害福祉サービス等報酬改定の検証について

調査 概要 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

障害福祉サービス等
経営概況・実態調査

障害福祉サービス等施設・
事業所の経営状況等の調査

障害福祉サービス等
従事者処遇状況等調
査

障害福祉サービス等従事者
の処遇の状況及び処遇改善
加算の影響等の調査

障害福祉サービス等
報酬改定検証調査
（※１）

検討チームにおいて検討が
必要とされた事項や、報酬
改定の効果検証に必要な事
項等についての調査

障害者総合福祉推進
事業
（※２）

障害者施策全般にわたる、
引き続き解決すべき課題や
新たに生じた課題について
の実態把握や試行的取組

（経営概況調査）
Ｒ５・６年度決算に
おける収支差率等を

調査

Ｒ５・６年度（各年度
９月分）の従事者の

給与等を調査

（経営実態調査）
Ｒ７年度決算におけ
る収支差率等を調査

（※１）Ｒ６年度改定検証調査概要
下記サービス等についてR６年度報酬改定の影響等を調査

①生活介護
②就労系サービス
③訪問系サービス
④共同生活援助

（※２）Ｒ６年度推進事業一次公募課題（主なもの）
・障害者の地域支援も踏まえた障害者支援施設の在り方
・共同生活援助における支援内容の明確化及び支援の質の評価
・就労系障害福祉サービスの実態
・重度障害者等の就労・就学の支援の在り方
・障害福祉サービス事業者の財務状況の把握
・障害福祉現場における手続負担の軽減

令和６年度報酬改定の影響等を把握するとともに、次期報酬改定に向けた基礎資料を得るため、下記の調査を行う。

⑤計画相談支援・障害児相談支援
⑥意思決定支援・権利擁護
⑦短期入所
⑧障害児通所支援

（注）上記は現時点のスケジュール見込みであり、今後変更があり得る。

調査項目を設定の上、
調査を実施

調査項目を設定の上、
調査を実施

引き続き状況を把握（詳細は今後検討）

上記調査の他、加算取得状況について国保連データで随時把握

引き続き調査を実施

引き続き調査を実施



障害福祉計画・障害児福祉計画

の基本指針
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「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の
円滑な実施を確保するための基本的な指針」改正後 概要

○ 「基本指針」（大臣告示）は、市町村及び都道府県が障害福祉計画及び障害児福祉計画を定めるに当たっての基本的な方針。

○ 都道府県及び市町村は、基本指針に則して原則３か年の「障害福祉計画」及び「障害児福祉計画」を策定。

○ 第７期障害福祉計画及び第３期障害児福祉計画に係る基本指針は、令和５年５月19日に告示。

計画期間は令和６年４月～令和９年３月。

１．基本指針について

２．本指針の構成

第一 障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の確

保に関する基本的事項

一 基本的理念

二 障害福祉サービスの提供体制の確保に関する基本的考え方

三 相談支援の提供体制の確保に関する基本的考え方

四 障害児支援の提供体制の確保に関する基本的考え方

第二 障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の確

保に係る目標（成果目標）

一 福祉施設の入所者の地域生活への移行

二 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

三 地域生活支援の充実

四 福祉施設から一般就労への移行等

五 障害児支援の提供体制の整備等

六 相談支援体制の充実・強化等

七 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体

制の構築

第三 計画の作成に関する事項

一 計画の作成に関する基本的事項

二 市町村障害福祉計画及び市町村障害児福祉計画の作成に関

する事項

三 都道府県障害福祉計画及び都道府県障害児福祉計画の作成

に関する事項

四 その他

第四 その他自立支援給付及び地域生活支援事業並びに障害児通

所支援等の円滑な実施を確保するために必要な事項等

一 障害者等に対する虐待の防止

二 意思決定支援の促進

三 障害者等の芸術文化活動支援による社会参加等の促進

四 障害者等による情報の取得利用・意思疎通の推進

五 障害を理由とする差別の解消の推進

六 障害福祉サービス等及び障害児通所支援等を提供する事業

所における利用者の安全確保に向けた取組や事業所における

研修等の充実 32
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（参考）成果目標と障害福祉サービスの見込量（活動指標）との関係（イメージ）

障害福祉サービス、相談支援並びに市町村都道府県の地域生活支援事業の提供体制の
確保に係る目標

成果目標を踏まえ
て、サービス見込
量等を設定

障害福祉サービスの
実施等により成果目
標の達成を目指す。

① 障害福祉サービス等の必要な量の見込み（利用者数、利用時間、利用人日）
② その他の追加指標

達成すべき基本的な目標（成果目標）を設定する分野

目標達成に向けて定期的な状況確認を行うべき指標（活動指標）

① 施設入所者の地域生活への移行
② 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築
③ 障害者の地域生活の支援
④ 福祉施設から一般就労への移行等
⑤ 障害児支援の提供体制の整備等

成果目標を設定
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基本指針について
・基本指針は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）第87条第1項の規定に

基づき、障害福祉サービス等の提供体制及び自立支援給付等の円滑な実施を確保することを目的として、作成されるもの。

・また、平成28年6月に公布した改正児童福祉法第33条19第1項の規定に基づき、障害児通所支援等の提供体制及び障害児

通所支援等の円滑な実施を確保することを目的として、作成されるもの。

・障害福祉計画及び障害児福祉計画は、この基本指針に即して市町村・都道府県が作成

・第８期障害福祉計画及び第４期障害児福祉計画（令和９～11年度）を作成するための基本指針は令和７年度内の告示を想定。

H27 H28 H29   H30   R元    R2 R3  R4 R5 R6 R7   R8   R9【計画策定に係る工程】

基
本
指
針

見
直
し

障害福祉計画及び障害児福祉計画について（概要）
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基
本
指
針

見
直
し

基
本
指
針

見
直
し

国

（３年に１回、基本指針の見直し）

計
画

作
成

計
画

作
成

基
本
指
針

見
直
し

計
画

作
成

都道府県・市町村

（３年ごとに障害福祉計画等の作成）
計
画

作
成

※ 障害福祉計画等は、３年を一期として作成することを基本としつつ、都道府県及び市町村が地域の実情や報酬改定・制度改正の

影響の有無を考慮して、柔軟な期間設定が可能。



第８期障害福祉計画及び第４期障害児福祉計画に係る
基本指針の策定について（論点）
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○ 次期計画の策定に向けて、現行計画の進捗状況やサービス利用の動向等も踏まえつつ、

障害者が希望する地域生活を実現するとともに、新規参入が増加する中で、多様化する利用者のニーズに応じて

サービスの質の確保・向上やインクルージョンの推進を図る観点から、

・ 計画で定める目標設定の在り方

・ 地域の実情に即した実効性のある計画の策定（障害福祉サービスデータベースの活用等）

等について検討を進めてはどうか。

○ また、「全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）」（令和５年12月22日閣議決定）や経済・財政

新生計画改革実行プログラム2024（令和６年12月26日経済財政諮問会議）において、次期障害福祉計画・障害児

福祉計画に向けて、以下の点について検討を行うこととされており、こうした点も併せて、検討を進めてはどうか。

・ 障害福祉サービスの地域差を是正し、供給が計画的かつ効率的に行われる方策

・ 都道府県知事が行う事業所指定の際に市町村が意見を申し出る仕組みの推進

・ 共同生活援助における総量規制も含めた地域の実態や地域移行の状況も踏まえた事業所指定の在り方

・ 利用者の状況に応じた適切な給付決定のための取組

＜今後のスケジュール（想定）＞

令和７年度 障害者部会・障害児支援部会において基本指針のご議論（数回程度。年末を目途にとりまとめて年度内の告示を想定。）

令和８年度 自治体においてニーズ調査及び計画策定等の実施

令和９年度 計画実施（～令和11年度）



［参考資料］ 経済・財政新生計画改革実行プログラム2024

（令和６年12月26日経済財政諮問会議）

2024年度

集中取組期間
2028年度

~2030年度2025年度
2026
年度

2027
年度

医
療
・
介
護
制
度
等
の
改
革

通常国会 概算要求
税制改正要望等

年末 通常国会

≪主担当府省庁等≫

年末
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⑰障害福祉サービスの地域差の是正

都道府県知事が行う事業所指定の際に市町村長が意見を申し出る仕組みを推進するための検討を行い、必要な措置を講じる。

共同生活援助における総量規制も含めた地域の実態や地域移行の状況を踏まえた事業所指定の在り方について検討を行い、
その結果に基づき必要な措置を講じる。

左記の措置を踏まえ、事業所指
定の在り方に関する更なる取組
を検討・推進する。

相談支援の利用を促進し、セルフプランの適正化を図る。地域における給付決定事務の運用状況等に係る状況把握を行い、
分析や課題整理を行った上で、好事例の横展開等、利用者の状況に応じた適切な給付決定のための取組の検討を行い、そ
の結果に基づき必要な措置を講じる。

左記の措置を踏まえ、適切な給
付決定のための更なる取組を検
討・推進する。

障害福祉サービスの地域差を是正し、供給が計画的かつ効率的に行われる方策について、次期障害福祉計画（2027～2029
年度）に向けて検討を行い、その結果に基づき必要な措置を講じる。

左記の措置を踏まえ、更なる取
組を検討・推進する。

≪厚生労働省、こども家庭庁≫
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障害者地域生活支援体制整備事業費

（都道府県とのブロック会議等の開催）



◆ 実施主体：国（民間事業者への委託可）

３ 実施主体等

・ 国において、各自治体における相談支援の体制整備等の状況（基幹相談支援センター、地域生活支援拠点等の設置・整備
状況、（自立支援）協議会の運営状況等）について調査を実施し、現状及び課題について詳細に分析・把握。

・ 当該調査結果により把握した地域の体制整備の状況も踏まえ、基幹相談支援センター及び地域生活支援拠点等をはじめと
する地域の相談支援体制等の強化や（自立支援）協議会の効果的な運営のため、
国と自治体の間で意見交換等を実施するためのブロック会議や市町村との意見交換会等を開催する。
※ 令和８年度まで３年間の時限的な実施を想定

２ 事業の概要・スキーム

障害者総合支援法の改正により、令和６年４月１日から、基幹相談支援センターの設置及び地域生活支援拠点等の整備が市町村の努力
義務となり、（自立支援）協議会についても、地域課題の抽出及びその解決を図る機能を促進するための改正が行われた。
当該法改正を踏まえ、第７期障害福祉計画に係る国の基本指針においても、基幹相談支援センター等の設置・整備等について盛り込ま

れたところであり、市町村における基幹相談支援センター等の全市町村における設置・整備及び協議会の効果的な運営に向けて、国が主
導的な立場で各自治体に対して支援を図るもの。

１ 事業の目的

障害者地域生活支援体制整備事業費（都道府県とのブロック会議等の開催）

令和７年度当初予算案 11百万円（11百万円）※（）内は前年度予算額

都道府県
市区町村事 業 者

調査実施

調査回答

厚 生 労 働 省

調査委
託

結果報告

全国へ情報共有

都道府県
市区町村事 業 者

厚 生 労 働 省

会議運営
委託

・・・

ブロック毎に会議開催
各自治体と意見交換を実施

調査の分析結果も踏まえ・・・

都道府県
市区町村



障害者地域生活支援体制整備事業費（都道府県とのブロック会議等の開催）

• 全都道府県を対象に全国６ブロックに分けて開催

都道府県職員：75名 相談選体制整備事業のADVが56名、その他4名計135名が参加。

• 全市町村を対象に計４回に分けてオンラインにて開催

自治体担当職員：1,164名 相談支援・協議会に関わる関係者：602名 計1,164名が参加

ブロック会議の実施結果等

※提出用シート 他都道府県の取組が参考になる
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都道府県による基幹相談支援センター
・地域生活支援拠点等整備推進事業
（地域生活支援促進事業）



◆ 実施主体：都道府県 ◆ 補 助 率 ：国１／２、都道府県１／２

３ 実施主体等

・都道府県にアドバイザーを設置し、市町村に対する基幹相談支援センター及び地域生活支援拠点等の設置・整備並びに運営
に関する助言や、広域での設置・整備に向けた調整等の支援を行う。
※基幹相談支援センター等の整備率が低い都道府県１０県程度、かつ、令和８年度まで３年間の時限的な実施を想定

２ 事業の概要・スキーム

〇 障害者総合支援法の改正により、令和６年４月から、基幹相談支援センターの設置及び地域生活支援拠点等の整備が市町村の努力義
務となるが、整備市町村は約半数にとどまっていることに加え、都道府県毎に整備状況のばらつきがある。

〇 同法改正により、都道府県による市町村への広域的な支援の役割を明記したことを踏まえ、都道府県による市町村への基幹相談支援
センター等の設置・整備及び運営に係る広域的な支援を促進することにより、各自治体における基幹相談支援センター等の設置・整備
の促進を図る。

１ 事業の目的

令和７年度当初予算案 32百万円（ 32百万円）※（）内は前年度予算額

都道府県厚生労働省

補
助

市町村

アドバイザーを配置

市町村 市町村・市町村に対する助言
・広域整備等に向けた調整等

地域生活支援拠点等

地域の相談
支援従事者に
対する助言等

「地域づくり」の業務

基幹相談
支援センター

単独又は共同による整備

地域移行の推進
（体験の機会・場） ※複数の事業者が連携するなど

地域の実情に応じて整備

緊急時の相談・対応

拠点コーディネーター

都道府県による基幹相談支援センター・地域生活支援拠点等整備推進事業（地域生活支援促進事業）

令和6年度：東京都・新潟県・福井県・高知県・大分県・沖縄県



東京都 令和６年度の成果目標と年間スケジュール
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【基幹相談支援センター】

• 区市町村の状況を把握するととともに、令和8年度末までに各区市町村に基幹相談支援センターを設置

【地域生活支援拠点等】

• 障害計画において、令和8年度末までに各区市町村に少なくとも１つ以上地域生活支援拠点等を整備

• 各区市町村における地域生活支援拠点等の運用状況等の確認、状況を把握していく

成果目標

年間スケジュール（実施内容と予定）

月 基幹相談支援センター 地域生活支援拠点等

４～６月
区市町村状況調査（設置状況・体
制整備事業利用見込）

・地域生活支援拠点の整備に向けた都補助事
業の案内（第１回目）

７～９月
委託に向け、予算・契約調整 ・地域生活支援拠点整備・運営状況等に係る

調査の実施
・未整備自治体への働きかけを実施

10～12月

委託契約
アドバイザー派遣（14区市町）

・地域生活支援拠点の整備に向けた都補助事
業の案内（第２回目）

１～３月

アドバイザー派遣
研修会・意見交換会・相談会の開
催

・都補助事業の交付決定、支出



東京都 令和６年度の成果と今後の方針等
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【基幹相談支援センター】

• 令和６年度中に新たに３市で設置され、東京都全体で6年度末39区市町設置済

【地域生活支援拠点等】

• R7.1現在 37区市で整備済。６年度末までに1市で整備予定。東京都全体で38区市設置済となる見込み。

成果

• 基幹相談支援センター及び地域生活支援拠点等の未設置自治体については、小規模自治体が多く、

利用者や障害福祉サービスの社会資源が少ないことから、設置に時間を要している。

課題

• 各区市町村の状況を把握し、基幹相談支援センターの未設置区市町村に対し、広域的な観点から設置及び

機能の充実・強化に向けた支援に取り組む。

• また、拠点の整備促進に向けては、補助事業の活用を促進するとともに、利用者や社会資源が少ない自治

体に対して、個別ヒヤリングを行い、設置を働きかける。

今後の方針



新潟県 令和６年度の成果目標と年間スケジュール
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【基幹相談支援センター】

• 令和８年度末までに地域の実情を踏まえたうえで、総合的な相談支援、地域の相談支援体制の強

化及び関係機関等の連携の緊密化を通じた地域づくりの役割を担う基幹相談支援センターを24市

町村において設置することなどにより、全ての市町村において地域の相談支援体制の強化を図る

体制を構築すること

【地域生活支援拠点等】

• 令和８年度末までに障害者の地域生活への移行の支援及び地域生活支援を充実させるため、各市

町村に少なくとも１か所以上の地域生活支援拠点等を確保しつつ、その機能の充実のため、コー

ディネーターの配置等により、効果的な支援体制の構築を進めるとともに、年１回以上運用状況

を検証及び検討すること

成果目標

年間スケジュール（実施内容と予定）

月 基幹相談支援センター 地域生活支援拠点等

10月～11月
障害者地域生活支援体制整備事業（専門アド
バイザー派遣事業）

２月 基幹相談支援センター及び地域生活支援拠点等に関する市町村等担当者会議

随時 障害者地域生活支援体制整備事業（相談支援拠点事業・専門アドバイザー派遣事業）

その他
市町村地域生活支援事業、障害者地域生活支援体制整備事業（圏域相談支援体制整備
事業）



新潟県 令和６年度の成果と今後の方針等
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【基幹相談支援センター】

• 基幹相談支援センター及び地域生活支援拠点等に関する市町村等担当者会議の開催

【地域生活支援拠点等】

• 基幹相談支援センター及び地域生活支援拠点等に関する市町村等担当者会議の開催

• 障害者地域生活支援体制整備事業（専門アドバイザー派遣） ２件

成果

• 圏域を超えた各市町村の取組状況の共有の場の確保

• 市町村における基幹相談支援センター、委託相談支援事業所、その他の相談支援事業所の役割分担や連携

体制の整備に向けた地域の実情把握

課題

• 市町村障害福祉課担当者と基幹相談支援センター職員（未設置の場合は委託相談支援事業所職員）を対象

とした担当者会議の定期開催

• 圏域及び市町村担当者へのヒアリング等を通じた地域の実情把握と効果的な支援方策の検討

• 基幹相談支援センター未設置市町村、地域生活支援拠点等未整備市町村に対する個別支援（加算や補助金

の活用などの技術的助言を含む）

今後の方針



福井県 令和６年度の成果目標と年間スケジュール
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【基幹相談支援センター】

・各市町に基幹相談支援センターの設置（または同等の体制が整備された状態）を促進することにより相談支

援体制の充実を図ること。

【地域生活支援拠点等】

・令和９年度末までに地域生活支援拠点を全市町に整備すること。

成果目標

年間スケジュール（実施内容と予定）

月 基幹相談支援センター 地域生活支援拠点等

７～９月

基幹・委託・行政等連絡協議会
市町向け相談支援体制調査

アドバイザー派遣（基幹設置➀） アドバイザー派遣（面的整備に向けて）

10～12月
アドバイザー派遣（基幹設置②）
アドバイザー派遣（他圏域の状況➀
②）

アドバイザー派遣（体験機能の充実）

  1～3月
アドバイザー派遣（基幹設置）

勉強会（行政・相談支援専門員・協議会等）



福井県 令和６年度の成果と今後の方針等

32

【基幹相談支援センター】

・未設置の市に対して2回アドバイザー派遣し、設置に向けての協議の方法も伝えることで、具体的な協議が

始まった。

【地域生活支援拠点等】

・整備済みだが1法人への多機能拠点型をとっている市に対して、アドバイザーを派遣し、面的整備の説明を

し、多機能＋面的整備のハイブリッド型への移行の協議が始まった。

【その他】

・基幹・委託・行政等連絡会に市町の9割以上が参加し、相談支援体制について情報交換できた。

成果

・アドバイザー派遣は希望制になっているため、市町からの要望がない限り介入しづらい。

・アドバイザー派遣後の効果として、市町の担当者レベルでの理解にとどまり、課全体として課題として捉え

具体的な動きにつながりづらいところもある。

・各市町によって地域生活支援拠点の評価にばらつきがある。

課題

・未設置・未整備の市町かつ、アドバイザー派遣希望の申請が一度もない市町に対して個別に介入し助言。

・アドバイザー派遣後の市町用報告書（進捗状況や新たな課題を見える化）の導入の検討。

・地域生活支援拠点に関する各市町の評価票の収集と検討。

今後の方針



高知県 令和６年度の成果目標と年間スケジュール
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【基幹相談支援センター】

• 令和８年度末時点で県内全市町村で設置又は同等の体制を整備

【地域生活支援拠点等】

• 令和８年度末時点で県内全市町村で整備又は同等の体制を整備

成果目標

年間スケジュール（実施内容と予定）

月 基幹相談支援センター 地域生活支援拠点等

４～６月 ・未設置市町村への意向調査（４月）
・市町村との意見交換会の実施（６～７月）

・未整備市町村への意向調査（４月）
・市町村との意見交換会の実施（６～７月）

７～９月 ・市町村との意見交換会の実施（６～７月）
・県自立支援協議会専門部会（７月）

・市町村との意見交換会の実施（６～７月）
・県自立支援協議会専門部会で協議（７月）

10～12月

・未設置市町村への意向調査（12月）
・県自立支援協議会専門部会で今後の支援に
ついて協議（12月）

・基幹相談支援センター連絡会の開催（12月）

・未整備市町村への意向調査（12月）
・県自立支援協議会専門部会で今後の支援に
ついて協議（12月）

１～３月 ・R7年度設置を検討している市町村との
意見交換会（２～３月）

・整備を検討している町の事業所への個別説明
（２月）

・R7年度整備を検討している市町村との
意見交換会（２～３月）



高知県 令和６年度の成果と今後の方針等
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【基幹相談支援センター】

• 昨年度からの取組により、一定規模の市町村では設置に向けた具体的な検討が進んでいる。

【地域生活支援拠点等】

• 特段の成果はない（市町村との意見交換会にて、多くの市町村で緊急時の受け入れ体制の確保が困難であるため

拠点整備に至らないという現状を把握した）

【その他】

• 協議会ガイドラインを活用し、県で「市町村自立支援協議会の進め方（ひな形）」や「セルフチェックシート」

を市町村に提供し、複数の市町村が協議会の機能強化に向けた運営の見直しに活用

成果

• 基幹相談支援センター、地域生活支援拠点共に人口規模の小さな市町村では厳しい状況であり広域設置（整備）

も視野に入れた検討について働きかけが必要

• 小規模市町村では、細やかに障害者を把握し、基幹相談支援センターに類似するような総合相談を受ける体制や

関係機関との連携体制がある場合が多いことや、相談支援員の不足などもあり、設置の検討が進んでいない。

課題

• 小規模市町村に対して、広域設置（整備）を具体的に検討できる情報を提供

• 市町村担当者会を開催（４月）し、体制整備の必要性を説明し、検討の場をつくる

• 未設置（整備）市町村の地域のサービス提供状況について、現状把握を行い市町村の実情に沿った

体制整備を支援

今後の方針



大分県 令和６年度の成果目標と年間スケジュール
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【基幹相談支援センター】

• 全市町村の令和８年度末までの設置完了

【地域生活支援拠点等】

• ５機能のうち、整備された機能の全市町村の合計数：６５機能

成果目標

年間スケジュール（実施内容と予定）

月 基幹相談支援センター 地域生活支援拠点等

４～６月
実態調査を実施 市町村における整備状況調査を実施

市町村自立支援協議会担当者会議において情報共有・グループワーク

７～９月
アドバイザー派遣日程調整
アドバイザー派遣実施（２市）

10～12月
アドバイザー派遣実施（９市）
派遣実施後の報告書の集約
アドバイザー派遣計画会議①

１～３月
アドバイザー派遣計画会議②
市町村自立支援協議会担当者会議において情報共有・グループワーク
アドバイザー派遣実施（４市）



大分県 令和６年度の成果と今後の方針等
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【基幹相談支援センター】

• Ｒ6年度末～７年度当初 新たに７市設置見込み 計１２市町（うち２町は共同設置）

【地域生活支援拠点等】

• ５機能のうち、整備された機能の全市町村の合計数：６7機能

成果

• アドバイザーの体制強化

• アドバイザー間及び県との実施方針等のすり合わせ不足

• 市町村の人事異動後の担当者の知識不足

• 基幹相談支援センター間の情報共有の機会の不足 など

課題

• アドバイザー派遣にかかる機能及び人員体制の見直し

• 来年度第１四半期中に基幹及び拠点にかかる学習会を新たに開催したうえで、上半期中にアドバイザー派

遣を実施

• 派遣前後で定期的に県とアドバイザーにて会議を実施

• 市町村とも連携した基幹相談支援センター連携会議の実施

• 整備状況調査及び市町村自立支援協議会担当者会議での好事例の横展開 など

今後の方針



沖縄県 令和６年度の成果目標と年間スケジュール
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【基幹相談支援センター】

• R6.4.1時点 11市町村設置 → R7.4.1時点 16市町村設置

【地域生活支援拠点等】

• R6.4.1時点 23市町村整備 → R7.4.1時点 26市町村整備

成果目標

年間スケジュール（実施内容と予定）

月 基幹相談支援センター 地域生活支援拠点等

10月
協議会ワーキングにおいて研修会内容の検討

11月
1日：研修会実施

12月
協議会ワーキングにおいて課題整理、連絡会
内容の検討

研修時の質疑応答をQ&Aに整理

１月
アドバイザー連絡会議において課題整理、
連絡会内容の検討

先進的な取り組み市町村に拠点整備状況シート
作成依頼

２月
市町村アンケート実施（設置状況調査）
25日：連絡会開催

市町村アンケート実施（整備状況調査）

３月
連絡会資料、アンケート結果をとりまとめ、
全市町村に展開予定

研修会資料、好事例、Q＆A、アンケート結果
をとりまとめ、全市町村に展開予定



沖縄県 令和６年度の成果と今後の方針等

38

【基幹相談支援センター】

令和７年４月１日設置予定・・・14市町村設置予定（計26/41市町村設置）

【地域生活支援拠点等】

令和７年度整備予定・・・５市町整備予定（計28/41市町村整備）

成果

• 離島市町村における基幹相談支援センター設置

• 離島僻地等のサービス事業所がない市町村における地域生活支援拠点等の整備

課題

• 地域包括支援センター等の既存システムを活用した基幹相談支援センター設置の検討

• 整備済み市町村も含め、拠点整備の現状把握（稼働状況等）、課題整理

今後の方針
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各都道府県における研修実施について



施策名：障害福祉分野における相談支援体制等強化事業

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 施策の対象・成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

障害福祉分野における相談支援専門員、サービス管理責任者（または児童発達支援管理責任者）の

人材不足は喫緊の課題であり、国及び各都道府県における人材養成の強化等の取組を緊急に実施

するなど人材確保を図ることにより、障害児者やその家族等に対する相談支援体制の整備を図る。

都道府県が実施主体である相談支援従事者養成研修及びサービス管理責任者養成研修等について、緊急に研修体制を強化するための費用を補

助するとともに、国が実施する指導者養成研修（都道府県における研修の企画立案・運営の中心的な役割を担う指導者を対象）の拡充を図る。

国と都道府県が一体となって質の高い人材を養成することにより、地域における専門人材の確保と事業所の質の向上を図り、障害児者（またはその

家族）の安心した地域生活、自立や社会参加の促進につながる。また、のぞまないセルフプランの解消に資するものである。

【実施主体】 国
【  補助率 】 定額

都道府県

直営または委託により
研修を実施

研修実施事業所

厚生労働省

民間団体等

国

委託

国研修（指導者養成）都道府県研修 【実施主体】 都道府県

【  補助率 】 １０／１０

補助

補助

令和６年度補正予算 5.9億円

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

○

40

参考



初任研・現任研の実施に向けた取組予定等
令和7年度相談支援従事者研修等に関する調査（速報値）



主任研修の実施に向けた取組予定等



参考資料の掲載について

参考：主管課長会議（令和6年3月25日）

〉２ 令和6年3月25日：主管課長会議資料 〉（５）障害福祉課/地域生活・発達障害者支援室

〉12 相談支援の充実等について

参考：障害のある人に対する相談支援について

〉６ 相談支援 〉（１）相談支援 〉相談支援業務に関する手引き

参考：令和6年度障害福祉サービス等報酬改定検証調査
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